様式第２号

誓　約　書

令和　年　月　日
（あて先）
埼玉県立近代美術館長

				　　住所：
				　　商号又は名称：
				　　代表者職氏名：　　　　　　　　　　　　　　

　「埼玉県立近代美術館食堂事業者公募要項」に基づく公募に参加するにあたり、下記のすべてを満たしていることを誓約します。

記

（１）今回公募する食堂の客席数と同規模以上の施設での飲食店舗の管理運営実績、又は確実な
運営見通しがあり、安全かつ魅力的に実施する企画運営力や信頼性を有すること。
（２）県内に本店（本社）がある法人であること。
（３）食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）及び他の法律に基づく処分などを過去３年間受けていないこと。
（４）食堂を運営する経営基盤と資金等について十分な能力を有すること。
（５）国税及び地方税を滞納していないこと。
（６）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。
（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申し立てをしていない者又は民事再生法（平成１１年法律第２５５号）に基づく再生手続き開始の申し立てをしていない者。
（８）次に掲げる暴力団排除措置事由に該当しないこと。
　　ア　役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。
　　イ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。
ウ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。
エ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。
オ　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。
(９)　無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）に基づく処分の対象となっている団体及びその構成員でないこと。


